


序　　　文

国際協力事業団は、フィリピン政府の要請を受け、低所得者向け中層集合住宅の建設促進に関

する個別専門家のチーム派遣による技術協力事業を、平成７年 9月１日から３年間にわたり実施

してきました。当事業団は、本チーム派遣の成果や協力の効果の評価を行うとともに、今後の本

事業のフォローアップの必要性の検討や今後の事業の進め方に資することを目的として平成 10年

８月 17日から 22日まで、建設省住宅局住宅整備課 瀬良智機地域住宅計画官を団長とする終了時

評価調査団を現地に派遣しました。

本報告書は、同調査団による現地調査結果およびフィリピン側政府関係者との協議結果を取り

まとめたものです。

この報告書が今後の協力をさらに発展させるための指針となるとともに、本チーム派遣協力に

よって達成された成果が、フィリピンの低所得者向け住宅の建設促進に寄与することを祈念して

やみません。

本調査の実施に際し、ご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を

表します。

平成 10年９月

国際協力事業団

理事 佐 藤 　 清
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第１章　終了時評価調査団の派遣

１-１　調査団派遣の経緯と目的

（１） 調査の背景・経緯

1995年９月１日から３年間にわたり実施されたフィリピン国専門家チーム派遣協力「低所得

者向け中層集合住宅建設促進計画」が 1998年８月 31日で終了した。本調査団は、本協力の終了

にあたり、可能な限りＪＰＣＭ（ＪＩＣＡ Project Cycle Management）手法を用いた評価を行

うとともに、評価結果から今後の協力のあり方について提言するために派遣されたものである。

（２） 調査の目的

調査の目的は以下の３点である。

① これまでの協力について、当初計画に照らし、プロジェクトの活動実績、受入体制、カ

ウンターパートへの技術移転状況などに関する終了時評価を行うこと。

② 目標の達成度を評価したうえで、今後の協力方針について相手国側と協議すること。

③ 評価結果から教訓および提言などを導き出し今後の協力のあり方や実施方法の改善に資

すること。

１-２　調査団の構成

総　　括　　瀬良　智機　　建設省住宅局住宅整備課地域住宅計画官

評価分析　　鶴田　伸介　　株式会社地域計画連合取締役

技術協力　　竹原　成悦　　国際協力事業団派遣事業部派遣第一課

１-３　調査日程

日順 月日（曜日） 調　査　日　程

１ ８月17日（月） 東京→マニラ（JL741便）

在フィリピン日本大使館表敬、ＨＵＤＣＣ表敬、

ＪＩＣＡフィリピン事務所打合せ

２ ８月18日（火） 終日ＮＨＡにて協議

３ ８月19日（水） 現地プロジェクト調査（Smokey Mountain Development Project, Domus

Mariae Project, Maharica Village Resettlement Project）

４ ８月20日（木） 終日ＮＨＡにて協議（ミニッツ協議）

５ ８月21日（金） ミニッツ案検討・署名。ＮＥＤＡ表敬

６ ８月22日（土） マニラ→東京（JL742）
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１-４　主要面談者リスト

＜フィリピン側＞

Ms.Karina C.David Chairperson of Housing and Urban Development

Coordinating Counsil（HUDCC）

Mr.Angelo F.Leynes General Manager of National Housing Agency（NHA）

Ms.Maria Anna de Rosas-Ignasia Assistant General Manager of NHA

Mr.Ronaldo G.Tungpalan Director of Project Monitoring Staff, National

Economic and Development Authority（NEDA）

Mr.Mariano E.Raner III Assistant Department Manager, Team Head of Task Force

on Housing Technology and Project Development, NHA

＜日本側＞

廣川　誠一 在フィリピン日本国大使館一等書記官

櫻井　孝裕 「低所得者向け中層集合住宅建設促進計画　住宅設計」長期

専門家

福島　孝治 「住宅建設」長期専門家（国家住宅庁配属）

雨宮　良夫 「住宅政策」長期専門家（大統領府住宅・都市開発調整評議

会配属）

後藤　　洋 ＪＩＣＡフィリピン事務所長

須藤　和男 ＪＩＣＡフィリピン事務所次長

升本　　潔 ＪＩＣＡフィリピン事務所次長

中澤　　哉 ＪＩＣＡフィリピン事務所担当所員

１-５　終了時評価の方法（図１参照）

（１） 本プロジェクト開始に際してフィリピン政府と合意したミニッツ（Minutes of Meeting）

およびプロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）に基づき、計画達成度を把握し、評

価５項目（実施の効率性、目標達成度、効果、計画の妥当性、自立発展性）の観点から評価を

行い、総合評価、国家住宅庁への提言を導き、今後の協力へのフィリピン側の要望を整理し

た。

（２） 日本側調査団とフィリピン側調査団は協議のうえ、ミニッツの形で評価結果を確認した。

（３） 日本側調査団は、上記成果に基づき、帰国後、本評価報告書を作成した。
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図１　終了時評価の方法
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第２章　協力実施の経緯と概要

２-１　要請背景と内容

フィリピンでは都市部への人口集中、地価の高騰により、スクォター世帯と中堅サラリーマン

世帯の住宅供給が重要な問題となっており、同国政府は 1993年から 1998年までの間に 124万戸の

低所得者（下層 50％をターゲット）向け住宅を供給する「国家住宅計画（National Shelter

Program）」を策定した。

1975年に設立されたＮＨＡ（大統領府国家住宅庁）は、唯一の公的住宅建設供給機関となってお

り、重要な役割を担うことになった。ＮＨＡでは、事業のひとつとしてスクォターによる占拠地

の購入を促進しているが、購入能力を超えていたり購入が不経済であったりする場合には中層住

宅（３～４階建て：エレベーターなし）建設事業を行っている。

しかしながら、ＮＨＡでは中層住宅建設のための設計・施工技術が確立されていなかったため、

フィリピン政府は 1994年 11月 21日、標準設計・仕様の策定による中層集合住宅の建設促進を目

的とした専門家チーム派遣協力「低所得者向け中層集合住宅建設促進計画」の実施を日本政府に要

請した。

２-２　協力実施の経過

（１） 事前調査団の派遣と協力の開始

本協力の事前調査団は、1995年 3月 13日から 3月 22日までの 10日間派遣され、要請背景お

よび現地事情を調査するとともに、ＮＨＡ関係者と協力の枠組みについて協議、表１のＰＤＭ

で双方の合意が得られた。なお団員は以下のとおり。

総括兼住宅政策　　森　　民夫　　建設省住宅局住宅建設課地域住宅計画官

住宅計画　　　　　伊藤　梅雄　　市浦都市開発建設コンサルタンツ東京事務所副所長

構造・施工　　　　尾関　信行　　建設省建設経済局国際課係長

協力計画　　　　　畠中　道子　　国際協力事業団派遣事業部派遣第一課

本協力にかかるミニッツは、1995年６月２日に、ＮＨＡ総裁とＪＩＣＡフィリピン事務所長

間で署名された（資料１）。また、同年９月１日から長期専門家が赴任し、協力が開始された。
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第３章　評価結果の概要

３-１　計画達成度

指標／情報源 実績

（上位目標）

低所得者向け住宅建設戸数の増

加

（プロジェクト目標）

低所得者向け中層集合住宅建設

の支援

（成果）

標準設計

標準仕様

（活動）

1.0 現行の中層集合住宅プロジェ

クトの調査および評価

1.1 住宅事情、住宅政策および

住宅需要の研究

1.2 計画・設計のための基準お

よび体系の把握

1.3 建築方法の調査、評価

1.4 住宅利用状況と維持管理に

関する調査

2.0 標準設計の策定

3.0 標準仕様の策定

国家住宅プログラム

ＮＨＡ５カ年計画実績報告書

公共事業道路省への標準設計お

よび標準仕様の提出

低所得者向け中層集合住宅の標

準設計および標準仕様の承認

専門家の業務報告書、総合報告

書類

添付表類

ＮＨＡの1993～1997年の目標37

万5,000戸に対して49.2％達成、

ただしＭＲＨについては38.5％

公共事業道路省に提出する書類

の最終準備中

標準設計および標準仕様の書類

が承認に向けて最終化中

I.　中層集合住宅の現状調査

1.1 住宅事情と需要の調査

1.2 既存の設計基準の調査

1.3 施工実態調査と評価

1.4 維持管理と住まわれ方の実

態調査

2.0 既存の設計の分析と標準設

計の策定

3.0 既存の仕様の分析と標準仕

様の策定
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（投入）

（日本側）

1.0 日本人専門家の派遣

a.　長期専門家

・住宅プランナー

　（１名／年×３年）

b.　短期専門家

・構造技師（１名／各年）

・土木技師（１名／２・３年）

・機械技師（１名／各年）

・電気技師（１名／各年）

・材料技師（１名／１年目）

I.　機材の提供

パーソナルコンピュータセット、

コンピュータソフトウェア、測量

用機器、製図用機器、材料試験機器

3.0 カウンターパート研修

（１～２名／各年）

（フィリピン側）

I. 事務所スペース、施設、備品

の提供

II. 運営費用の提供

III.カウンターパートの任命

専門家の業務報告書、総合報告

書類

添付表類

専門家の業務報告書、総合報告

書類

添付表類

（日本側）

日本人専門家の派遣

a.　長期専門家

・住宅プランナー

　（１名／年×３年）

b.　短期専門家

・構造技師（１名×４回）

・機械技師（１名×４回）

・電気技師（１名×３回）

・土木技師（１名×２回）

・材料技師（１名×１回）

・施工管理（１名×１回）

2.0 機材の提供

パーソナルコンピュータセット、

コンピュータソフトウェア、測量

用機器、製図用機器、材料試験機器

3.0 カウンターパート研修

３名実施済、２名計画中

1.0 十分な投入が時宜を得て行

われた

2.0 十分な資金が年次予算から

提供された

3.0 長期専門家と短期専門家に

対しカウンターパートが任

命された
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３-２　実施の効率性

本事業への実験棟建設の追加にともなって、当初に計画されていたより多くの短期

専門家が派遣された。

ＪＩＣＡ側からの要望は、ＮＨＡ内での調整と承認を可能とするように事前に行っ

ていたため、フィリピン側の投入は満足できるものであった。

長期専門家のカウンターパートは集団研修コースに参加した。そのため、モデル住

宅の設計にあたっては、長期専門家は別のカウンターパートとともに作業を進め

た。

供与機材は、選任された職員によって適切に維持管理されてきた。大部分の供与機

材は定められた部屋に保管されている。

実験棟は技術開発部（カウンターパートチーム）と建物・用地維持部との共同で維

持管理されている。

長期および短期専門家、カウンターパート、供与機材、研修員受入、実験棟建設か

らなる投入と比較して、成果は満足できるものであると見なせる。標準設計と仕様

の成果は従来のものからの実質的な改善を含んでいる。技術移転は、建築、土木、

構造、機械、電気と関連分野全般にわたっている。なかでも防水・給排水は技術移

転の重点項目となった。

本事業は下記のプログラム／事業から支援を受けた。

・ＮＨＡのＪＩＣＡ個別専門家派遣プログラムによる専門家は、短期専門家のオリ

エンテーションを行うなど調整役を果たすことで本事業に貢献した。

・住宅・都市開発調整評議会のＪＩＣＡ個別専門家派遣プログラムによる専門家

は、住宅に関する政策、計画、設計についての有益な情報を交換することで本事

業に貢献した。

・建設生産性向上計画プロジェクトは議論、オリエンテーション、セミナーを通じ

て建設および施工管理の情報を本事業に提供した。

・居住環境整備のための途上国中層住宅維持管理技術開発事業は専門家や日本側委

員会を通じ、ベルトラップの推奨など、防水・給排水部門で本事業を支援した。

・接触酸化法による下水処理技術開発事業は下水処理実験施設を建設した。同施設

は小規模で安価なシステムであり、本事業に基づいて設計される中層集合住宅

に採用される見込みである。

投入の時期、量お

よび質

投入の量および

質と比較した成

果の水準

他の協力事業と

の連携
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３-３　目標達成度

成果のレベル さまざまな活動が統合されプロジェクトの成果を効果的に創出した。

主な活動は（1）既存の中層集合住宅の調査、（2）標準仕様の策定、（3）標準設計の策

定、（4）実験棟の建設、（5）モデル住宅の設計、（6）セミナーを通じた中間的成果の

発表であり、これらの活動により技術移転が効果のあるものとなった。

目標とされたすべての書類は編集段階にある。ただし、構造計算と構造設計は１週

間以内に編集される予定である。印刷のための仕様の最終調整も近日中に行われる

手筈である。

低所得者向け中層集合住宅の標準設計と標準仕様を包括する書類は 1998年８月末

までに完成し、フォローアップのためにカウンターパートに移管される予定であ

る。

技術移転はカウンターパートチームの全部門にわたり、満足できるものであった。

移転技術を内部で定着するために複数の手引き書が作成された。また、カウンター

パートチームの中で技術レベルの高い技術者が低い技術者に対してセミナーテキス

トなどの教材を利用して技術移転を進めている。

成果の一式は 1998 年９月中に公共事業道路省の設計局に提出される予定であり、

さらに住宅・都市開発調整評議会にも提出される予定である。これらの機関への書

類提出は、彼らからの意見を受けるためと当該機関に資するためである。その後、

必要な修正を経て、地方自治体を含むさまざまな関連機関に本成果品が広がってい

くことになる。

カウンターパートは本事業を通じて技術を習得しており、標準設計・仕様は今後と

もカウンターパートによっていっそうの改良が加えられることになっている。

３-４　効果

直接効果 カウンターパートチームは住宅技術開発の部門であるため、彼らが習得した中層集

合住宅設計の技術をＮＨＡの他の職員に普及することができ、そのことによってＮ

ＨＡ全体の技術力が向上されよう。この過程はＮＨＡの中層集合住宅事業の拡大に

実際的に寄与するものである。

本事業のすでに現れた効果としては、マハリカビレッジ中層集合住宅事業（フェー

ズ１）におけるベルトラップの導入などの排水システムの改良がある。現在進行中

の７地区の中層集合住宅事業のうちの１地区において本事業で開発した標準設計・

仕様を導入し、本事業のプロトタイプを確立することが期待されている。

プロジェクト目

標のレベル
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間接効果 ＮＨＡは、中層集合住宅事業の開発によって、都市部の利用可能な土地を低所得者

向けの住宅として開発することができる。また、中層集合住宅の開発は、郊外部へ

の住民移転を伴うことなく、不法居住者地区を開発することを可能にする。このよ

うにしてＮＨＡは、前大統領と新大統領の重点政策のひとつである社会住宅供給推

進政策を引き続き支援することができる。また、現在不法居住者によって制約を受

けている基盤整備事業が実施に移され、そのことによって、最終的には都市機能と

都市環境全般の改善が図られることも効果として注目される。

３-５　計画の妥当性

フィリピンは、マニラ首都圏への人口の集中や急激な地価の高騰により、スクォ

ター世帯や低中所得世帯の住宅供給において深刻な問題に直面している。新政権は

低所得者への住宅供給に重点を置いている。したがって、本上位目標は時宜を得た

ものであり、国家政策と一致している。

現在、官民の協力はいっそう重要になってきている。低所得者向け中層集合住宅の

標準設計・仕様の開発は、住宅開発において公的機関が民間部門と協力する際にも

有効な貢献となる。

ＮＨＡは住宅建設と供給のための唯一の公的機関である。ＮＨＡは高密度の住宅開

発による効率的な土地利用のために中層集合住宅建設を組織の主要活動のひとつと

して位置づけている。前任者同様、ＮＨＡの新総裁も中層集合住宅開発を最優先事

項のひとつとみなしている。このように、本プロジェクト目標はカウンターパート

機関の政策と一致している。

成果と活動 中層集合住宅を開発し普及するためには、設計と施工の技術が確立されなければな

らない。本事業は標準設計・仕様の確立によって中層集合住宅建設を促進するもの

であり、フィリピンの現状にふさわしい事業である。

標準設計・仕様を開発する過程において、既存住宅の調査が行われた。そのなかで、

社会的に許容される水準を設定するために住民への面談調査も行われた。社会的考

慮は今後とも検討されるべき課題である。

影響要因 実際の事業実施に向けた推進活動が不十分であれば、本事業の妥当性は弱められ

る。こうした活動には、関係機関との緊密な協力、普及のための積極的キャンペー

ン、社会的考慮からの改善、低所得者向け中層集合住宅開発へのインセンティブの

付与が含まれる。

上位目標（受益者

の要求、国家政策

との整合性）

プロジェクト目標

（カウンターパー

トの要求、上位目

標との整合性）
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３-６　自立発展性

組織・制度面 新政権における貧困軽減対策として、低所得者向けの住宅供給は増加すると考えら

れている。住宅政策策定機関である住宅・都市開発調整評議会の議長の政策は、社

会住宅の供給によって貧困層の大多数を利そうとするものであり、そのことはＮＨ

Ａの重要性の高まりを示唆する。

ＮＨＡの新総裁は、組織改革により住宅技術などの機能強化を図る意向を表明して

いる。

1999年からのＮＨＡ新６カ年計画は賃貸住宅と分譲住宅からなる中層集合住宅に

重点を置いたものとなろう。

カウンターパートチームは、実際の事業実施には直接には関与していないため、実

際的議論に弱い。この課題は、実際の事業の評価の依頼を待つことによってではな

く、さまざまな事業に積極的に参加することによって解決されるべきである。

財政面 フィリピン共和国法 7835「包括的統合的住宅財政法 1994」により、低所得者層を主

な対象とした公共および民間の中層集合住宅のための用地取得、建設、実施のため

に 30億ペソが計上されている。この基金はＮＨＡに割り当てられている。

ＮＨＡの総裁によると、ＮＨＡは財政的安定性を確保することができるが、積極的

な住宅開発のために、外国の好条件の融資を求めている。

技術面 カウンターパートに対するアンケートによると、一部には、英語における意志疎通

に困難を持つことがあった、との回答もあるが、全員が、技術移転は成功であった、

または本事業から技術を習得した、と回答している。また、大部分のカウンター

パートが自分の分野において日本人専門家の派遣および機材の供与を希望してい

る。

移転技術は中層集合住宅の計画から設計までの全般を網羅しており、モデル住宅の

設計図書を含んでいる。したがって、カウンターパートチームがモデル住宅の設

計・仕様を修正・細密化しフィリピンの地域性にいっそう適合した中層集合住宅の

設計を行うことが可能である。

本事業のカウンターパートの建築家や技術者は技術開発部門全般の専門分野を包括

しているため、全般にわたる技術が移転され一体として継承されている。

転出したカウンターパートは、セミナーの手引き書の形で、習得した技術の書類を

残しており、適宜会議を持つことで同僚に情報伝達を行った。現存のカウンター

パートは、現在までの議論や技術移転に基づいて設計作業を継続することができ

る。

本事業のカウンターパートはＮＨＡの技術開発部門としての機能を持っているた

め、本事業の成果書類およびカウンターパートが習得した技術は、ＮＨＡの技術職

員のためのセミナーや実際の事業に対する助言によっても広がっていくものと考え

られる。
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第４章　評価結果総括

４-１　総括

（１） 総合評価

本件協力の成果である標準設計、標準仕様は、1998年８月中に完成し、９月中にＤＰＷＨ（公

共事業道路省）に提出され、そのコメントを踏まえたうえで地方公共団体などの関係機関に配布

予定。またＨＵＤＣＣ（住宅・都市開発評議会）にも参考のため提出予定である。

評価５項目の観点から、当初計画をおおむね達成したものと認められる。

（２） 項目別評価

① 実施の効率性

長期・短期の専門家派遣、カウンターパート研修、機材供与、実験棟建設からなる投入

と比較して、十分な成果があった。

② 目標達成度

成果である標準設計・標準仕様は、1998年８月中に完成予定。カウンターパートに対す

る技術移転も成果をあげている。

③ 効果

すでにマハリカビレッジ中層住宅事業では本チーム派遣の成果を先取りして、排水シス

テムの改良がなされている。さらにモデル事業の実施による不法占拠者の的確な住み替え

が促進され、基盤整備や都市環境改善といった間接的効果も期待できる。

④ 計画の妥当性

本チーム派遣は、低所得者への住宅供給という国家政策、中層住宅供給というＮＨＡ（国

家住宅庁）の重要課題と整合していることが認められた。

⑤ 自立発展性

ＮＨＡにおける住宅技術分野の機能強化、「包括的統合的住宅財政法1994」による中層住

宅供給のための基金の確保、カウンターパートの技術力の充実が確認された。

４-２　提言

（１） 日本側調査団からの提言

① 広報・普及について

・チーム派遣の成果の効果的な普及を図るため、低所得者世帯に対して、中層住宅とはど

ういうものか（たとえば間取り、生活様式、分譲価格、家賃などの支払い）、中層住宅に

おける生活とはどのようなものか（生活上のルールとエチケット）などの点について十分

周知しておく必要がある。
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・また、プロジェクト成果の普及のためには、ＮＨＡ以外の住宅供給機関（たとえば民間事

業者、地方公共団体、ＤＰＷＨ、ＨＵＤＣＣ）との緊密な連携が必要である。

② 住棟配置計画、住環境改善計画について

中層住宅単体の計画技術の改善に加えて、複数の中層住宅の住棟の配置計画や市街地の

住環境改善計画についても検討することが望ましい。

③ 修繕や将来の建て替えに備えたシステムの検討

将来の大規模修繕や建て替えに備えたハードのシステム（取り替え容易な部品、部材の採

用、露出配管の採用など）、制度（費用の積み立てや合意形成システム、賃貸住宅制度など）

をあらかじめ検討しておくことが望ましい。

（２） 今後の協力について

フィリピン側からは、中層住宅の供給促進のために以下の分野の協力が引き続き必要との要

望があった。

① 中層住宅のプロトタイピング（モデル的なプロジェクトの実施）

・施工管理技術

・構造設計

・維持管理

・コストプランニング

そのほか、次の分野についても協力の要請があった。

② 高層住宅技術開発

③ ニュータウン開発

④ 都市再開発

調査団からは、必要に応じ日本大使館、ＪＩＣＡフィリピン事務所に相談のうえ、正式手続

きをとるよう説明した。

調査団としては、本チーム派遣の成果である標準設計、標準仕様を具体的なプロジェクトに

おいて活用し、本チーム派遣の上位目標である良質な低所得者向け中層住宅の供給を促進する

ためには、モデル的なプロジェクトにおいて、標準設計、標準仕様を実地に適用し、さらにそ

の改善・充実を図ることが重要であると思われる。

特にＮＨＡ総裁からも、現在進行中の７地区の中層住宅事業のうち、１地区において本チー

ム派遣で開発された標準設計、標準仕様を導入し、中層住宅のプロトタイプの確立を図りたい

とのコメントがあった。

上記①「中層住宅のプロトタイピング」における協力分野については、いずれも重要な分野で

あり、長期、短期の専門家の効果的な派遣によりできる限りカバーすることが適切である。

そのほか②高層住宅技術開発、③ニュータウン開発、④都市再開発については、その必要性、
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緊急性、実現可能性を検討するとともに、プロジェクト方式の技術協力、開発調査など、他の

スキームの適用可能性も勘案しつつ、優先順位を判断する必要がある。
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